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1．経済社会情勢関係

（１）人口・世帯動態

2



我が国の人口・世帯数の推移・将来推計
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（出典）実績値：総務省「国勢調査」
推計値：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」［出生中位（死亡中位）推計］

国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）」（令和６年推計）

【人口・世帯数の推移及び将来推計】
人口ピーク

（H20/2008年）128,084千人
※総務省「人口推計」による推計値

推計値実績値

人 口

○ 我が国の人口は平成20年（2008年）頃をピークに減少
○ 世帯数は2030年まで増加傾向が見込めるものの、将来的に世帯数も減少に転じる（推計）



我が国の人口・世帯数の推移・将来推計

4

○ この先、少子高齢化が進行し、生産年齢人口は減少する見通し。
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総人口の将来推計（日本人・外国人別内訳）
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（万人）

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」を基に国土交通省作成
グラフ内のパーセンテージは総人口に占める外国人人口の割合。

○ 総人口において、日本人は減少が加速する一方、外国人は増加。
○ 日本人人口は、2048年に１億人を割り、2050年に9,740万人、2070年に7,761万人。
○ 外国人人口は、2050年に729万人（総人口の7.0％）、2070年に939万人（同10.8％）。
＜日本人人口及び外国人人口の推移＞



1．経済社会情勢関係

（２）経済動態
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国内総生産と建設投資

7出典：建設業デジタルハンドブック（（一社）日本建設業連合会）

○ 国内総生産（約600兆円）のうち、建設投資（約70兆円）は約12％を占める（2023年度）。

資料出所
内閣府 「国民経済計算」、「令和6年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」
国土交通省 「建設投資見通し」



国内総支出と建設投資

8出典：建設業デジタルハンドブック（（一社）日本建設業連合会）

○ 建設投資（約70兆円）のうち、建築投資（約46兆円）は65％（民間:85%、政府:29%）を占める。

うち、建築46.3兆円うち、建築
22.3兆円

うち、建築
7.3兆円



建設投資比率の推移

9出典：建設業デジタルハンドブック（（一社）日本建設業連合会）

○ 国内総生産に対する建設投資の比率は、近年微増傾向。
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2．建築動向関係

（1）建築ストック



出典：固定資産の価格等の概要調書

建築物の動向（ストック）

11

0

10,000,000

20,000,000

30,000,000

40,000,000

50,000,000

60,000,000

1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年

住宅 事務所・銀行・店舗 劇場・病院・ホテル 工場・倉庫・市場 その他

0

1,000,000,000

2,000,000,000

3,000,000,000

4,000,000,000

5,000,000,000

6,000,000,000

7,000,000,000

8,000,000,000

9,000,000,000

1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年

住宅 事務所・銀行・店舗 劇場・病院・ホテル 工場・倉庫・市場 その他

［棟］ ［㎡］

＜建築ストック動向（用途別） （左：棟数［棟］、右：床面積［㎡］）＞

※2005年から2010年にかけての棟数の減少については要因不明

○ 建築ストックの棟数は、2000年ごろまで増加して約6000万棟に至った後、ほぼ横ばいとなっている。
○ 建築ストックの床面積は、増加の一途をたどっている。
○ 用途別では、住宅が床面積ベースで増加し続けている。



建築物の動向（ストック）
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（各年1月1日時点）（各年1月1日時点）

＜建築ストック動向（構造別） （左：棟数、右：床面積）＞
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出典：固定資産の価格等の概要調書※2005年から2010年にかけての棟数の減少については要因不明

○ 建築ストック数を構造別にみると、非木造建築物（特に鉄骨造）が大きく増加してきている。



法人所有建物の新耐震基準への適合状況
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○ 昭和56年の建築基準法による新耐震基準施行前である昭和55年以前に建築された建物の件数割合は減少傾向。
（平成25年調査：32.6％、平成30年調査：27.6％、令和5年調査：23.5％）

○ 新耐震基準施行後の昭和56年以降の建物と、昭和55年以前で新耐震基準を満たしている建物の件数割合を合わせた割合は上
昇傾向。 （平成25年調査：67.6％、平成30年調査：72.0％、令和5年調査：76.5％）

（出典）国土交通省「令和５年法人土地・建物基本調査 速報」（https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/content/001864070.pdf）

＜建物の建築時期、新耐震基準への適合状況別建物件数割合＞
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2．建築動向関係

（２）建築フロー
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建築物の動向（フロー）

15

データなし

※構造種別ごとのデータなし

出典：建築着工統計

［棟］

［千㎡］
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＜建築着工動向（上：棟数、下：床面積）＞
○ 近年の建築物の着工は、棟数、床面積ともに、1970～1990年代からほぼ半減し、微減傾向にある。



建設コストの動向

16
出典：建設業デジタルハンドブック（（一社）日本建設業連合会）
※一部、視認性を高めるため国土交通省において加工

＜建設資材価格（企業物価指数）＞

○ 建設資材の価格は、直近３年で上昇傾向が顕著になっている。それに伴い、建設コストも上昇している。
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建設コストの動向

17出典：建設業デジタルハンドブック（（一社）日本建設業連合会）

＜建築単価＞

○ 非住宅の建築単価は、近年上昇が著しくなっている。
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３．担い手関係

（１)設計者



建築士事務所の数の推移
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○ 令和5年時点で、一級建築士事務所は約7万、二級建築士事務所は約2.4万、木造建築士事務所
は171事務所あり、近年、建築士事務所は減少傾向にある。
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20代
2,134(1.6%)

30代
13,023(9.7%)

40代
25,139(18.7%)

50代
35,491 (26.4%)

60代
33,054(24.6%)

70代以上
25,538(19.0%)

一級建築士（所属建築士）の年齢構成の変化
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○ 平成20年以降、一級建築士（所属建築士）の高齢化が進んでおり、令和６年時点で60代以上の
割合が４割（15年前と比べ約3.6倍）。
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24,923 
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40代
35,359 
30%

50代
40,253 
35%

60代
13,211 
11%

70代以上
1,444 （1%）

60歳以上
約12％

平成２０年４月１日時点（推計値）
※平成30年4月１日時点で所属建築士であった者であって、
平成20年3月31日までに建築士登録を行った者の年齢構成

平成２０年（推計値） 令和６年

※一級建築士の登録数
381, 303人（R6.4.1時点）

令和６年４月１日時点

60歳以上
約44％
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一級建築士（所属建築士）の今後の見込み
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１．（６）人材確保・育成

○ 現在の傾向が維持される場合、所属建築士数は30年後には半減する見込み（14.0万人→6.9万人）。
○ 人口減少を勘案した人口1000人当たりの所属建築士数も4割減（1.11人/千人→0.66人/千人）。
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965 2,518 4,323 5,484 6,267 6,890 7,157 7,404 7,640 
4,179 2,397 

0 0 0 0 
0

4,000
8,000

12,000
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所属建築士年代別構成想定（2057年・40年後）
人口1,000人あたりの
所属建築士数：0.58人

(55,223/95,622)

871 2,278 3,922 4,995 5,730 6,327 6,611 6,890 7,157 
2,962 1,528 0 0 0 0 

0
4,000
8,000

12,000
16,000
20,000
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所属建築士年代別構成想定（2067年・50年後）
人口1,000人あたりの
所属建築士数：0.57人

(49,720/86,277)

資料：「一級建築士名簿」、「一級建築士事務所登録簿」及び「日本の将来推計人口～出生中位・死亡中位～（社人研）」より国土交通省にて推計
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３．担い手関係

（２)施工者



建設業許可業者数の推移

23出典：建設業デジタルハンドブック（（一社）日本建設業連合会）

○ 建設業許可業者数は、平成12年ごろまで減少した後、ほぼ横ばいとなっている。
○ 小規模の事業者の割合は増加している。



建設業就業者数（職種別）の推移

24出典：建設業デジタルハンドブック（（一社）日本建設業連合会）

○ 建設業就業者数は減少傾向にあり、特に技能職の減少数が大きくなっている。



建設業就業者の高齢化の進行

25出典：建設業デジタルハンドブック（（一社）日本建設業連合会）

○ 建設業の高齢化は、全産業と比べて、より進行している。



外国人材の受け入れ状況

26出典：建設業デジタルハンドブック（（一社）日本建設業連合会）

○ 建設分野における外国人材の受け入れ人数は年々増加している
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３．担い手関係

（３)審査者



特定行政庁と指定確認検査機関の数

28
国(大臣又は整備局長)指定 ：２以上の都道府県で業務を行う場合
都道府県知事指定 ：１の都道府県で業務を行う場合

（各年４月１日時点） （年度）

（
機
関
数
）

○ 特定行政庁は平成11年から微増してきたが、近年はほぼ横ばいである。
○ 指定確認検査機関は民間開放により約130機関まで増加し、近年はほぼ横ばいである。

（国土交通省調べ）

376 388 396 407 408 411 419 421 432 437 442 443 444 449 451 452 450 449 451 451 451 450 451 451 448 447

0
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特定行政庁 指定確認検査機関
国 指 定：66機関

知事指定：64機関



建築行政職員の推移

29建築基準法施行状況調査（R5年度集計）を基に作成

（人）

7,796 7,966 8,057 8,242 8,078 
7,860 7,706 7,810 7,846 7,867 7,928 7,876 

8,110 8,006 8,152 8,023 8,084 8,079 8,195 8,214 8,230 8,273 8,337 8,332 8,331 

1,884 1,866 1,915 1,941 1,915 1,864 1,821 1,803 1,770 1,742 1,674 1,635 1,591 1,551 1,512 1,478 1,465 1,465 1,460 1,438 1,429 1,417 1,396 1,376 1,389 

3,439 3,393 3,371 3,392 3,297 3,178 3,279 3,123 3,008 
2,808 2,645 2,619 2,710 2,531 2,413 2,323 2,283 2,233 2,070 2,152 2,178 2,343 2,251 2,276 2,304 

0
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2,000
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建築行政職員数 建築主事数 建築基準適合判定資格者検定合格者数

○ 建築行政職員は微増傾向にあるが、建築主事数は微減傾向にある。



建築基準適合判定資格者の数・年齢構成

30

○ 70代の資格者が最も多く、資格者のうち50代以上が全体の80％以上を占めている。

（令和６年４月１日時点）

52
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2.1%
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登録者数
18,801人

出典：「一級建築基準適合判定資格者登録簿」より国土交通省にて作成

年代別一級建築基準適合判定資格者数（人）



特定行政庁別 建築主事の設置人数

31

（令和４年度）

○ 建築主事の設置人数を特定行政庁別にみると、地方部の中小規模市町村において３人以下のところが
多くなっている。

（出典）株式会社アルテップ 令和６年度「建築基準法・建築士法等の円滑な執行体制の確保に関する事業」報告書より使用許諾を得て掲載。



建築確認における建築主事・指定確認検査機関のシェアの推移

32

（件）

建築基準法施行状況調査（R5年度集計）を基に作成

○ 建築確認件数に占める建築主事のシェアは減少しつづけており、近年では１割を割り込んでいる。
○ 指定確認検査機関における建築確認件数はここ10年ほどは約50万件程度で推移している。
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建築確認における建築主事・指定確認検査機関の分担状況（特定行政庁別）

33

○ 建築確認件数に占める建築主事のシェアを特定行政庁別にみると、指定確認検査機関の事務所が近く
に存在しない特定行政庁において、シェアが高くなっている。

（出典）株式会社アルテップ 令和６年度「建築基準法・建築士法等の円滑な執行体制の確保に関する事業」報告書より使用許諾を得て掲載。


